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Abstract

　The　volcanic 　disaster　of 　the　Mt ．Fugen 　in　Unzen　rendered 　severe 　bad　effects 　on 　the

l  al   onomy 　in　commerce ．　Sightseeing　touls　and 　school 　excursions 　of 　Shimabara
area 　decreased　seriously 　during　eruption ．　Local　governments　made 　efforts 　to　ca11 　back
tours　and 　formed　promotion 　plans　which 　consist 　of 　tourist　development　using 　the
volcano ・In　this　paper，

　damage　of 　the　tourist　business　caused 　by　volcanic 　disaster　of
Mt ．Fugen 　in　Unzen 　and 　its　comeback 　plan　are 　investigated　and 　discussed　by　using

statistical 　data．　 A 　questionnaire　 survey 　 was 　undertaken 　 to　study 　 the　 opinion 　 and

consciousness 　about 　tourist　development　plans．　 The　results 　are 　discussed　and 　some

suggestions 　are 　presented．
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1．まえが き

　島原市 は 島原半島の 経済 の 中核都市 で あ り，ま

た，雲仙温泉街，小浜温泉 と 並 ん で 島原半 島有数

の 観光地 で あ る 。 島原市の観光客数は，平成 3 年
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6 月以降の 雲仙普賢岳 の 火山災害 に よ り大幅 に 減

少 した 。 観光客減少 に よ る ダ メ
ージ は ，

ホ テ ル
，

旅館業 だ け に と ど ま らず タ ク シ
ー

や 商工 業，また

農業や水産業に まで 大き く波及 した。

　災害 の 長期化に伴 い 雲仙温泉街 と島原市 を結ぶ

国道 57 号が長期間閉鎖 された 。 また，土石流の

発生に伴 っ て，度々国道 251 号が通行止 め に な り，

通行で き るか どうか わ か らな い状況が続 い た。こ

の よ うな道路 の 不通 や通行 止め も観光客離れ の 大

きな要因 とな っ た 。

　行政お よび観光業者 は観光客の 誘致事業や イ ベ

ン トを継続 して実施 した が，観光客数 は 以前 の 水

準まで 回復 して い な い 。災害発生後の 応急 対策が

一段落着 くと， 復興に向けて ，行 政 を 中心 と して

噴火災害を逆手に取 っ た火山観光化が 地域の 活性

化 ・振興の重点事項 として議論 され始 め た 。 火山

観光化 は平成 4 年度に策定さ れ た島原市お よ び深

江町 の 復興計画に最初に示され た 。 しか し，砂防

事業 ， 道路事業 および住宅対策な どの よ う に 行政

内部に事業主体とな る部署がな い
。 火山観光化 に

必要な火 山科学博物 館の 建設，防災施設な ど の 学

習 ・ 体験 の 場 へ の 利活用，道路の 整備 ， イ ベ ン ト 、

の開催，旅館 ・ホ テ ル の 整備に は 国お よ び長崎県

の 複数の 部署 ， 島原市 ・深江町 の 被災地 の み な ら

ず島原半島 1市 16町お よび商工 会議所 など の 民

間団体の 参画が必要で あ る。 こ の た め 火山観光化

の 具体化 に 向けて の 合意形成，事業主体，財源お

よび実施年度の策定を横断的な組織 の もとで 行 う

体制づ くりが長崎県 に よ っ て 検討さ れ始 め た 。 し

か し， 噴火継続中で あ る こ ともあ っ て 火 山観光化

の 実現は 具体的 に 進 ま な か っ た 。 平成 7 年 5 月 の

噴火 の 停止 を受けて ，ハ ード ・
ソ フ ト対策 の 検討

が開始 され，平成 8 年度に策定 された 「が ま だ す

計画」 の 商 工 観光部会を中心 に ，地 域 と行政が
一

体とな っ た計画 づ くりが 行わ れた 。

　 本報告で は，まず島原市の観光 の 課題 を明 らか

に し， 災害後 の 島原市に おけ る 入 り込 み客 （観光

客）の 動態 な どを 各種の 統計デ ータ の 上 か ら調 査

す る 。 次 い で 火山観光化の実現 に 向け て の プ ロ セ

ス を各種の 復興計画 の 策定を もとに 述 べ ，現 状 の

進行状況 と火山観光化に向け て の 課題を分析す る

こ と を 目的とする 。 続い て ， 著 者 らが平成 9 年 9

月 に 実施 し た島原市民 に対す る ア ン ケ
ート調査結

果 を もと に火山観光化に っ い て の 地域住民 の 評価

を明 らか に す る 。

2．島原市 の 観光の 動向

　島原市は中九州観光と西九州観光 の 連 結都市 と

して 位置づ けて 発展 して きた 。 島原半島の位置 と

主要観光 ル ートを図 1に 示す 。 有 明海 を 挟ん で 対

岸 の 熊本県とは島原〜熊本および島原〜三 角の フ ェ

リ
ーが 運航 し， 福岡県とは島原〜大牟 田高速船が

運航 して い る。 長崎県唯
一

の 空港 で あ る大村空港

お よ び長崎 自動車道諌早イ ン タ
ーチ ェ ン ジ な ど の

高速交通拠点 と の ア ク セ ス は 国道 251 号 1 路線

で 決 して良い と は い え な い
。

　島原市観光 の 柱は，豊富な湧水 と歴史 的な城下

町の 町並み で ある
1＞

。 災害以前 の 島原市勢振興 計

画で は 「観光保養都市」 と位置 づ け て ， 観光を全

面 に した ま ち づ くり を して きた 。

　島原市の入 り込 み観光客数 の 推移を み る と ， 災

害以 前 の 10 年 あ ま りの 間 ，停滞 傾 向 に あ っ

た 2）・3） （図 2）。

　平成 3年 6 月か らの 火砕流 に よ る人的被害や 家

屋の 焼失お よ び土石流 に よる家屋 の 流失被害後 ，

図 1 島原半島と主要観光 ル ート図
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図 2　島原市 の 観光客 の 推移 （文献 3 の 統計を参照）
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図 3　島原市 の 学生 団体宿泊客数 （文献 3 の 統計 を

　　 参照）

観光客は 52％程度 （昭 和 57 年比） に 減 少 した 。

被害が拡大 して い る間 （平成 4，5 年）は図 2 に示

すよ うに 回復の テ ン ポ は遅か っ た 。 日本の観光は ，

学習 ・体験 の 側面が 極 め て 弱 く，「温 泉など で の

体験」や 「自然 ・風景 な ど の 鑑賞 」な どを主 と し

た 「休養」と 「自然」 を 意識 した物 見遊 山 タ イ プ

が多い （文献 1 の pp．181〜182）た め，避難住民

が い る限 り回復 は 困難 な よ うで あ る 。 被災地を訪

れ る こ と が人々 や観光客減 に よる売上 ‘坏 振に な っ

て い る地元 の 商店街 に 大 きな支援 とな る が，島原

市 に限らず，阪神 ・淡路大震災で 被災 した 神戸市

で も同 じ傾向が見受け られ る 。

　平成 5 年 3 月 に は新た な観光 ル ートの 開発 と し

て ，島原 と熊本 新港 を結ぶ フ ェ リーが 就航 し た 。

観光客は年々 回復傾向 に あ り，噴火が小康化 し た

平成 7 年に は 79％ （昭和 57 年比 ） に ま で 回復 し

た （図 2）。 しか し，観光客全体 の 約 27％ を占め る

修学旅行は ， 火山災害後，災害以前 の 3％程度 ま

47

で 落ち込 ん で お り，現在 12％程度 の 回復状況 （昭

和 57 年比）で あ る （図 3）3）
。

3．火山災害の 発生 と観光客の 動態

　本報告で は雲仙普賢岳の火山災害被災地 の 島原

市，深江町お よ び そ の 周辺の 町 を対象 と し て い る 。

火 山災害の 状況および経過に っ い て は土木学会論

文集第 6 部門の 特別報告 （1997．6）4）
に 詳 し く述

べ て い るの で ，本報告 で は観光被害 に つ い て の み

を述べ る 。 本報告で述 べ る噴火災害 の 状 況，観光

客 ， 観光業お よ び行政 の 対応を表 1 に 示 す 。

　 3．1 観光客 の 動 き

　平成 2 年 11 月 17 日 に 雲仙 普賢岳 の 噴火活動

が 始ま る と，噴火 見物客が押 し寄せ ，一時 は観光

資源 と して期待が高 ま っ た （表 1参照）。 平成 3 年

に は，5 月 まで は順調 な入 り込み 客が あ っ た 。 し

か し，平成 3 年 5 月 15 日 か ら の 土石流 ，6 月 3

日の 大火砕流 の 映像お よ び避難 した住民 の 苦況 が

テ レ ビ で 連 日 の よ うに報道 さ れ る と，島原半 島全

域 の 観光客が激減 した 。 観光施設 へ の 直接被害 は

な か っ た に もかか わ らず，雲仙 の 温泉 街や小浜 町

ま で 予約客の キ ャ ン セ ル が 相次 い だ。雲 仙 の 温 泉

街は，「島原と雲仙 との 混同 は やめ て」とい う呼び

か けを行 っ た が，予約客の キ ャ ン セ ル は続き，キ ャ

ン セ ル 数 45 万 人，減少率 70％ を越え た 。

　 そ の 中 で も特 に ，島原市 の 修学旅行 の 減少が 顕

著で あ っ た 。 平成 2 年 に は 402 校あ っ た修学旅行

が，平成 3 年 は 6 月以降ほ とん どな く年間 154佼

そ し て 平成 4 年 の 1年間で は わずか 6校だけで あ っ

た 。

　雲仙普賢岳の 火山噴火 は こ れ ま で の 噴火 の 履歴

か ら，そ の 影 は山体 の 周辺に 限ら れ る と想定 され

て い た。しか し，平成 3 年 6 月 11 日 に は ， 島原市

内 に噴石が飛散する 「爆発的噴火 」が初 め て 発生

した 。 翌 12 日 に は普賢岳 に 設置 された傾斜計に

大 きな 変化が表われ，大噴火 の 危険性が 火 山関係

者 か ら伝え られ ，
マ ス コ ミの 前線本部が 島原 か ら

撤退 し た。こ の とき に 島原半島全域が 危険 で あ る

こ と が 指摘 された。

　ま た，一般客に っ い て も火 山災害 の 発生以 降，
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表 1 雲仙岳の噴火開始後 の 観光客，観光業およ び行政の 対応

年 月　日 噴 火 活 動 な ど 観 光 客　な　ど 観 　 　 　 光 　 　 　 業 行 　 　 　 　 　 　 　 　 政

成 2 ・198年 ぶ りに　 齟 ・雲仙旅館は 平静，ロ
ー

ブウニイ，

U 月17日 登山道閉磯 〔無 月）
・噴火 見 物，マ イカ

ー
ひ o きりなし

に1月）
・ロ ープ ウ 呂 イ冪 闘 に2月）

平成 3 年
2月 12日 ・再 噴火 ・噴火見物客続々 （2 月）

5 月15日 ・水 癩川で土石流発生 。雲仙温泉街キャ ン セル航 出｛5月） ・旅舘粗合が 「安全チヲシ亅 を送付
・修学旅 行 中止 （5月） （5月）

・雲仙 と島原の混同綴道は止めて

（小浜町 の観光巣者，5 月）
・発上 不掻 に伴 う緊急対第を行咳に頁賄

5 月 3 目 ・火 砕流発生 （島原市観光土産 品協 会，6 月｝
・長崎空港に臨時売店（島原市観光土嵐品

6 月8 目 ・火砕流発生 協会，6月）

5月 30日 ・水 無川で土石流発生 ・制度融資な ど長崎県へ翼望
（雲仙很光 恊会 ，

．
7月）

・が んば っ てい まナ 【雲仙 地区観光寛伝 幽
闔謀観光島泉地　雲仙 ・小浜 の 経

． 隊 （小浜町観光巣団体」 8 月） 済活動復活寛醤 （小浜町．8 月》
・窺光誘致など長峰県へ翼塾 ・蠶 仙 温泉 目帰 り湯治ツアー

9 月15日 ・火 砕流発生 （島原市撮泉壌会、 8 月） ‘県営バス ，8 月）
・
災審後初の 修学旅行生 ・島原物蔵販亮 コ ーナー｛長峙市オ ラン ダ
〔島原市，iO月） 村）齟 暢 原 市観光士蘆 晶窃 金，10月）

。雲仙の 仁 田峠に半年ぶ り修学
旅行 団 Ω1月 ）．
・沼津 市 か らの商校 修学臓行 生 ・島原 魔浩カ ン ガル ー便流通 ・販死 開始 6 ヲ

 
レ ビ番緝制作事巣支撞開始

（島原市，11月〕 （11月） （雲仙岳災害対策基食、11月）
・観光容回復の 兆し　雲仙，小 浜（U ・萱都圏へ小浜町概光宜優 賺 【1L月） ・宿拍 施設 経営 安定 対策 欝血 に

月） 対ナる 基金利子補給（基金 ，11月）
・仁 田 峠循環自動本進路，ドーム 見
物で利用台敷過去最高（u 月）
・島原市 の癒 泊者 　269，443人
｛37  ロ月〜12月）

宰成 4 年 ・rが んば o てい ます島原」絵は が き． ・大会・会議誘致峯粱お よび修学旅行
・豊後高田市か らの小学校修学 価原宙．2月） 勝致事業開始 〔基金，工月）

旅行 団 傷 原市，4月〕 ・修学旅行を露点 に観光客の誘致 寛伝を ・雲仙 岳 災害対 策基 金で観 光支 援交
・
徳島県か らの 中 学校修学旅行団 決定 〔島原 温泉織 光協 会，5月） 付決 定 1基 愈、6 月）

〔島原市，4 月》
・島原 振 泉 日帰 りの 旅

・GW 島原 の客足今一っ ｛5 月》 【賑営バ ス ，7 月》

8 月 8 日
・水 無川 で土 石流 発生

〜15日 ・資金 の 貸付 にっ い て県 へ の 要望 1島原 温

泉旅銘組合、9月）
・島原市の宿 泊者 　223，541人 ・図道57号 沿い に筱災者 による特産店閉
〔蝋 〉（1月〜12月） 設〔10月｝

平成 5年
・島原市復興計回 〔島原市，3 月）

4 月28日〜・
水無 川 と中尾川 で

5 月 2 日 土石 流発生 ・傑江町復興計面 〔深ε二町「．5 月）

以 隆8月20日まで原発
6 月23 日 ・中尾 川方面 に火砕流

発生
8 月19 日 ・層山 六渓で土石 流
〜20日 発生

・島原市の 宿泊者　221，916人 ・，93島原プ ア ン タジア ｛12月｝
・島原 半島復興 振興計面

‘齲 ｛1月
〜12月）

・
国道57号沿い に ドーム展望含 オーブン く長瞭県，12月）

（島原温泉旅館組合42 月〕

平成 6隼 ・
湯江 川方面 に火 砕流 ・溶岩 ドーム を活用 して積据的に観光

2 月 6 日 発生 客を誘致嶋 原温泉旅館組合，3 月）
。
島原市の 宿泊者　2釦 ，131人 ・万町 市毘い こい の 揚オ

ー
ブン （島原

（4鯔 減）〔1月〜12月） 市．6月）

畢成 7 年 ．・島原欝復興計画改訂 版
5 月25旦 ・噴火活動 の停止 （島原市，3月〉

・
第5 次 島原 市勢 振與 計回

（島原 市，5 月）
・島原市の 宿泊者　244，磁 6人 ・島原半島火山鳳光化推進協謄会発足 ・火 山観 光化 推迪 基本構 想

〔43糊 口月 〜12月） ｛旧 月） （長崎県，6 月 ）

平成 8 年 ・火 山覩 光化 の推逸を求めて 仲 聞まとめ ・島原市観光復興記念館オ ープン

，3 月） ｛島原 市，5月 冫
・溶岩 ドーム を 「平成 新山亅 と命名

・島原復 興 ・
観光 キ ヤ ンペ ーン 連盟 僑 原市 ・小浜町，5 月）

〔東京，大阪）〔7 月）
・島原半島再生行動計画策定委

・島原半島観光連盟発足 く8 月） 員会 第 1 回委員 会 （長崎県，5 月）

宰成 9 辱 ・島原半 島再生行 動計 面

帳 崎県．3 月〉
・砂 防拑 寔地利活用構想策定

健 股雀，5 月）
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自然 災害科学 J．　JSNDS 　lgl （200の

ホ テ ル や 旅館の キ ャ ン セ ル が相次 ぎ，翌年 の 分 の

キ ャ ン セ ル まで もあ っ た。 表 1に 示 す よ う に 島原

の 観光客 は 平成 2 年を 100 と した 場合 に
， 平成 3

年は 37％減 とな っ て い る 。 「島原 は危険 で あ る」

と い うイ メ ージが観光客減少 の 第
一

の 要因 とな っ

た こ とは言 うまで もな い 。 こ の イ メ
ージ は 島原半

島全体 ， ひ い て は長崎県 全体 に ま で 拡が り， 長崎

全県下 の 観光客が 減少 した。ま た，こ の傾向は
，

島原か ら遠方に在住す る 地理的状況が わ か らな い

人 ほ ど高 い よ うで，マ ス コ ミに よ る 報道 が 大 きな

影響を与えた ようで あ る 。 ま た ，災害継続中 （平

成 3 年 5 月〜平成 8 年 5 月 の 災害対策本部設置期

間）は，応急仮設住 宅など に避難 し て 苦 しん で い

る 地域 に 観光 に 行けな い とい う遠慮 もあ っ た よ う

で あ る。

　 図 4 に島原市の主要観光地 で あ る島原城の 入場

者数 の 推移を 示 す 3）
。 災害 に よ り落ち込ん だ入場

者は ， 災害後回復状況 に あ るもの の 災害前 の 水準

に は 昃 って い な い
。

　観光客減少の もう
一

っ の 大 きな要因 と して は，

島原半島 の 主要幹線道路で あ る国道 251 号 および

島原と雲仙，小浜 を結 ぶ 国道 57 号 が 災害 に よ る

被害に あ っ た り， 警戒区域 に含まれ た た あ に 長期

間の 通行止め，あ る い は土石流発生 に よ る断続的

な 通行規制 など に よ っ て，観光 ル ー トが途絶 した

こ と が考え られ る 。 特に ，熊本方面 ，雲 仙 ・小浜

と の 連結都市と して の 島原市 の 性 格 を考え る と，

国道 57 号の 長期間の通行止め は大 きな障害とな っ

たよ うで あ る 。 実際 に ，乗 降客 の う ち，観光客 の

占め る割合が高 い とされ て い る島原〜大牟田高速

船お よ び 島原〜三 角 フ ェ リーの 乗降客 は，災 害 を

期に大幅に減少 して い る （図 5）。 平成 9 年 3 月 1

日 に は採算 ベ ー
ス を 割 りん で い た 島原〜大牟田間

の 定期高速船は経営難を理由に
一
時運航中止とな っ

た 。 特に観光バ ス な どに よ る団体旅行 は行動 ス ケ

ジ ュール が決め られ て い る 。 突発的な 火砕 流や 土

石流に よ る通行止め に よ る時間的遅れ が あ る と，

熊本方面の フ ェ リ
ー

の 乗船 に 間に合わ な くな る お

そ れがある 。 島原市商工 観光課に 通 行止 め に 関 す

る問い 合わ せ が 多 くあり， 通行止 めに よ る ス ケ ジ ュ
ー

ル の 変更を避けるた め，島原ル ートか ら外 した事
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図 5 高速船お よ び フ ェ リーの 乗降客 の 推移 （文献 5
　　 の 統計を参照）

例 もか な りあ っ たようで あ る 。

　
一方で ，警戒区域内 に含ま れ た こ と に よ る大規

模旅館の 営業停止 （1施設）や廃業 （1 施設）に よ

り，以前よ り修学旅行の よ うな大 きな団体を受 け

入れ る大型宿泊施設が 4 か ら 2 に減 っ た こ と も現

実問題 と して 宿泊客 の 減少や 回復の遅れ に 影響 を

及 ぼ した よ うで あ る。

　3．2 観光消費額 の 減少

　観光客の減少 に 伴 う島原市 の 観光被害を観 光 消

費額 （単価 8300 円 ， 平成 2 年実績） の 減少額 と

して評価す ると衷 2 の 結果を得 る 。 平成 2 年実績

表 2　島原市 の 観光消費額 の 比較 （長崎県経済部観
　　 光課 よ り提供）

〔百 万 円 ）

年 平成 2 年 平成 3年 平成4 年 平成 5 年 平成 6 年

観光消 費額 10，94878 上2737669228208

増減
一 一3B6 一3562 一4026 一2740

注）増減は 平成 2年 を基準 とする
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50 高橋 ・藤井 ・西村 ・塩津 ；雲仙普賢岳の 火山災害に よ る観 光被害 とそ の 復興 対策

を基準とす ると 平成 3 年か ら 6 年 まで の 4 年間 で

134億 64百万円 の減少と な っ て い る。

4．観光客の 誘致策
6）・7）

　噴火が長期化の 様相を呈 し，そ れ に よ り低迷 し

続 け る観光事業に対 して，噴火が 小康化 した平成

3年 8 月か ら長崎県 ， 島原市 ， 小浜町 お よ び観光

業界が
一

体 と な っ て 観光客誘致 の た め の 具体的活

動を開始 した （表 1参照）。

　長崎県 で は表 3 に示すよ うに 県単独事業 と して ，

島原半島観光交通情報の 発信，観 光情報誌な ど の

発行，観光 PR な ど の 宣伝活動 ， 大手旅 館業者に

対す る融資な ど を実施 した 。 ま た，雲仙 岳災害対

策基金 の 活用事業に よ り，商店街等活性化事 業，

マ ス メ デ ィ ア 活用事業，学校等団体誘 致 事業，大

型 イベ ン ト等支援事業 ， 物産展開催 な ど に対 し て

助成が行わ れ た 。 平成 3 年度か ら 6 年度ま で の 助

成実績 は 608 件で 742，690 千円で あり，そ の 内訳

を裹 4 に示す 。 具体的事業内容 と して は ，
CM 放

映，全国ネ ッ ト番組へ の 放送素材制作，修学旅行

誘致事業 として ， PTA ・父母代表者，先生な ど の

現地視察，安全 PR ビ デ オ の 製作，大型 イ ベ ン ト

と して ，島原温泉が ん ばる花火 まっ り，島原 フ ァ

ン タ ジ ア，島原半島 ツ
ーデ ーマ ーチ 等 が 実 施さ れ

た。特 に，修学旅行客減少 の 解 消 の た め に学校誘

致関係 の 事業 に 力が入れ られ て い る。

　 こ の よ うに ，行政の 手 に よ り観光事業 に対 して

様 々 な誘致策，助成が 実施さ れた （表 1参照）。 こ

の 結果 ， 島原市お よ び小浜町雲仙温泉街 の 窮状 を

知 っ て ， 老人 ク ラ ブ な ど の 団体旅行 ， 各種 の 研 修

表 3 長崎県単独事業 に よ る観光 対策 （平成 3 年〜平成 4 年）（文献 6 を参照）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 長崎県 災害対策本 部

項 　 　 目 内 　　 　 　容 備 　　　 考

情報の 発 信 島原 半 島観光 情報 大手旅行 社30社ヘフ ァ ッ ク ス 送付

月刊冊子 「観光情報」 1．200部旅行 関係業考 へ 郵送

臨時冊子 「観光情 報」 H3．8・9，
　H4．10発行 （1．5QO部郵送）

宣 伝活 動
親光 宣伝隊 「が ん ばっ て ます

なが さき園」
九州 ・四国地 方，首都圏

イベ ン トに参加 し，観 光PR 北 九州 市，福 岡市 p 東京 ド
ーム

長崎県 概光の 夕ぺ に おけ る

島原 半島PR
東京，大阪，福 岡，札幌

旅 行関係業者 へ の 観光説 明会 東京，大阪，福 岡，札幌

非中小 企 業の

旅 鯖業者 に対

す る融資

国 ・県で 制度融資が ない 大手

旅館に 対す る貸付金制度 の

創設

1企業 4，000万 円，利率 6．0％ ，
利 子 補給あ り，最終負担金利

無 利子〜2．0％

エ
ージ ェ ン ト

への 協力 要請

平成3年秋か ら，全国大手旅

行社に よ る長崎県への重 点

送客実施

日本交通公 社， 近畿 日本ツ ーリ

ス ト，日本旅行， 農協観光

表 4　雲仙岳災害対策基 金 に よ る観光客誘致助成事業実績 （文献 7 を引用）

（千 円 ）

平成 3年 度 平 成 4年 度 平成 5年 度 　　 平 成 6年度 合 　　計

件数 助成金 件数 肋 成 金 件 数 助成金 件数 助成金 件 数 助 成金

商 店 街 活 性 化 事 業 220 ，000220 ．000210 ．000215 ，000865 ．000

マ ス メ デ ィ ア 活 用 事 業 950 ，0001653 ，71524 ，9391035 ．10037143 ，
754

エ
ージ ニン 1キ砂 ア対 策 事業 55 ．OOO1669 ．2911532 β55926 」6245133 ．308

学 校 等 誘 致 事 業 695 ，000139 互O，698 王0310 ，3367627 ，41538753 ，449

島原 半 島 り ・ボ嚊ン 事 業 150
，
0000 00 o0 o150 ，000

大型 イ ベ ン ト等 支援事 業 1 506671 ，
966567 ，238949 β2321189 ，533

雲 仙 島 原 ギ ャ ラ リー 0 0134 ，9620 o 134 ，962

物　 産　 展　 開　 催 o 02615 ，0004020 ，0004024 ，684lO659 ，684

地 城 イ ベ ン ト 支 援 事 業 o 01 工0，000o o13 ，000213 ，000

合　　　 計 87L30 ，
506207285 ，632167145 ，368 且47181 ，194608742 ，690
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自然災害科学 J．・JSNDS 　 IPt1 （20θの

会 ・勉強会などが開催 された 。

一
般観光客が ほ と

ん ど い な か っ た旅館 ・ホ テ ル の 大き な支援 とな っ

た 。 噴火の 小康化 ・ 終息 と一気 に一般観光 客 も 戻

り だ し，…般観光客に っ い て は災害前の 水準 の 70

％程度ま で 回復 して きて い る 。 しか し，修学旅 行

客に っ い て は，前述 した とお り依然 と して 回復 の

兆 しは見え て い な い 。

5．地域 へ の 影響

　平成 7 年国勢調査 に よ る と，長崎 県 の 人 ロ は 雲

仙普 賢 岳火 山災 害前 の 平 成 2 年 と比 較 し て

17，952 人減少 して い る 。
こ の うち島原半島全体 で

9，337 人 の 減少 と全体 の 約 半数 を占 め ，ま た そ の

半数を島原市と深江町 （島原 tfi　4，048 人 ， 深江 町

545 人）が占 め て い る。こ れ は ，雲 仙 普賢 岳火 山

災害 に よ る こ とが大 きい と考え られる島原 市 の 人

口 の 流出が続 い て い る （図 6）。 ま た ，雲仙普賢 岳

の 噴火災害に よ る被害額は 2，299 億円 （平成 8 年

3 月 3111現在）で あり，そ の うち商工 業 の 間接被

害が 全体の 67 ％を占あ て い る （図 7）8 ）
。 噴火直

後か らの 観光客の 減少， 国道 の 不通 に よ る買物客

の 減少，人口 の 減少な どが主な原因 とされ て い る。

島原 市お よび島原半島 で は，災害 の 長期化 と と も

に農業 ， 水産業，商T．業お よ び観 光業な ど の 広 い

分野 で 影響が出 て お り，深刻な問題 とな っ て い る。

図 8 に は 平成 2 年 を 100 ％ と し た 場合 の 平 成 7 年

度の 主要項 目の 割合を示す。

　観光客の減少，売 り上 げの 減少 に伴 う商工被 害

に 対 し て ，現在の 行政支援策は融資制 度 と長 崎県

の雲仙岳災害対策基金お よ び島原 市の 義援金墓金

に よ る利子補給制度 しか な い。火山 災害対 策 は 活

動火山対策特別措置法に よ っ て 行われ て い るが，

商工 業対策 は 特 に 考慮 され て い な い 。 直接的な 農

業 の 基礎整備 な ど の 公共事業が な い た め，間接的

な 支援 に な らざ る を得な い 現状で あ る 。 イ ベ ン ト

に よ る 集客 は 単発的に な ら ざ る を得ず，っ な ぎの

役目しか果た さ ない 。 長期継続災害で は経済披害

が大 きくな る こ と を考 え る と，よ り的確 な 商工 業

対策 が 望 まれ る と こ ろ で あ る 。 こ の よ う な 現行の

商 工 業対策 の 背景 の た め に 著者ら の こ れ ま で の ア

ン ケ ートや ヒ ア リ ン グ調査に よ る と，直接 の 被災
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者よ りも支援制度が 少な い 商工業者の 災害対策に

対す る不満お よ び行政 へ の 不満が見 られ る と とも

に，経済的 立 ち直 り の 遅 れ等 が 目立 っ て い る （9

章参照）。

〔人 ）
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岻 DOD45
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賦 00043
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　鴨， ，65758596 。 61M 　
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 鞍

図 6　島原市 の 入 口 の 推移 （文献 5 の 統計 を参 照 ）

島鉄 そ の 他

商工 17

島鉄 その 他

　 2，T54

万 円

図 7 雲仙普賢岳の 火山災害に よ る被害額 （平成 8

　　 犀 3 月 31 日 現 在）（文献 8 を 参照 ）

人　 ・　

　 　 　 　 　
水 崖 桑 生 崖

　 　 　 　 　 5，7
簡 店 売 上 高 3．8

　 　 　 　 　
うち修 学旅行 啓

　　　　　

図 8　雲仙普賢岳火山災害の 地域へ の 影響 （噴火前を

　　 100 とした 場合）
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6．各種 の復興計画に 見る火 山観 光化構想

　　の 策定

　火 山災害 の 発生 に よ り人 口 の 減少 や経済 の 落 ち

込み な ど で低迷する島原地域 の 活性化 に 向 け，災

害発生後 に 計画 さ れ た各種 の 計画の 中で 火山 を 新

たな観光資源 と して 利用 しよ うと い う火 山観光化

の 構想 が打 ち出 され た 。 円高 の 日本で は 企業誘致

に よる地域活性化は非常に困難で あ る こ とも事実

で ある。 特に 男子雇用型 の 企業誘致は 望 む こ とは

で きな い
。 島原市 は工 場立地 の 不足，地価の 高さ，

交通 ア ク セ ス の 悪 さ ， 消費地か らの遠 さ t 今回の

噴火に よ る交通 の 途絶に よ る孤立 な ど に よ っ て ，

企業誘致は，日本国内の 他 の 地域 に 比 べ て 不利で

あ る。 噴火継続中に は ， 企 業誘致 は もち ろん で き

な か っ た 。 島原市で は ， 女子雇 用型 を主 と した 衣

服 ・縫製関連企業は ， 昭和 60 年代か ら立 地 した

が，火山災害で こ れ ら が影響を受 け，22 事業所 の

うち 6 事業所が撤退 して い る状況で ある （文献 1

の pp ．174〜175）。 こ の よ うな状況で ， 観光化 は

島原市に と っ て 実績が あ り，取 り組み 易 い課題 で

あ る 。 観光に つ い て は，旅館 ・ホ テ ル へ の 宿泊 の

他に，買物，飲食に よ る 農産 物，水産物 の 消費 な

ど産業の各分野に 汲 及効 果が 期待 で き る。 ま た ，

島原 の 場合，人囗 は昭和 55 年の 46
，
637 人 を ピ ー

ク に 減少傾向で あ っ たが，噴火 に よ り減少が 加速

され，平成 7 年 に は 40，780 人 に な っ て い る 。 人

口 の 年齢構造は高齢化 して お り，自然 増加 は期待

で きな くな っ て い る （文献 1 の pp 。 13〜14）。 人

口 が 40
，
000 人 を 害IJり込 む の が 目前に な っ て い る。

こ の よ うな 理 由か ら火山観光化は ， 地 域活性化 の

柱 とな らざるを得 な い 状況 に あ る 。 こ の 章で は，

火山災害発生 後噴火継続中 に 策定さ れ た各種計画

の 火山観光化構想の 概要を述 べ る （表 1参照）。

　6．1　島原市復興計画
9） （平成 5年 3月）

　災害発生後，最 初に 策定さ れ た こ の 計画 は，生

活再建，防災都市づ くりお よ び地域の 活性化 の 3

本柱で構成され て い る 。 こ の 中 の 地 域 の 活性化 に

お い て，砂防施設周辺 で の火山博物館 （資料館），

慰霊碑 ， 公園，宿泊施設，展望台，ロ ープ ウ ェ イ，

駐車場 な どの 観光施設の一体的整備，砂 防施 設内

図 9 水無川上流部の 砂防施設周辺部 の 観光施設整

　　 備構想図 （文献 9 か ら作成）

の 有効利用，景観な ど砂防施設 へ の 配 慮，観光道

路の整備な ど の 火山観光化の 推進 が計画 され て い

る （図 9）。

　島原市復興計画の策定の考え方 として 噴火災害

で 全国か ら注 目を浴 び，島原 へ 防災投資が 行わ れ

て い るうち に，生活再 建お よ び防災都市づ くりと

い う災害か らの 復興 に 加 えて，地域 の 活性化を行

う と い う考え 方 に 基 づ い て い る 。 噴火が お さ ま っ

て ， 防災工 事が終わ っ た後 は，島 原 へ の 投資が 困

難で あ る こ とお よ び防災施設 の 利活用構想を早期

に決めて おけば，火山観光化 の 取 り組 み が 可能 に

な る こ と を見込ん で い る 。

　6，2 深江町復興計画 lo） （平成 5年 5 月）

　復興計画の 3 本柱の 1 っ 地域振興で 災害 を活 用

した火山観光を挙げて い る。 具体的に は ， 火砕流

で被災 した大野木場小学 校災害メ モ リア ル 計画 ，

噴火資料 の 収集 と保存を行 う災害遺物の 保存 と火

山観光施設 の 整備 で あ る 。 深江 町は ， 農 業 を主 産

業 として きた が，今回の 火山災害を逆利用 して ，

防災施設周辺部 の 観光施設 の 整備を積極的 に 推進

す る計画で あ る 。 深江町 の 計画 に は，砂 防指 定地

内 に おける火砕流で被災 した大野木場小学校 の 現

地保存構想が含 ま れ て い る 。 事業主 体，手法，財

源，合意形成な ど実現に向けて解決す べ き課題 が
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多い 。 こ の た め，大野木場 小学校被災校舎現地保

存検討委員会お よ び砂防指定地利活用構想検討委

員会で 保存 に 向けて の 検討が行わ れ て い る 。

　6．3 雲仙岳災害 ・島原半島復興振興計画
11）

　　　 （平成 5年 12月）

　長期化す る火山災害 に と もな い 拡大 す る 直接・

間接的被害 は，被災地の み な らず島原 半島全域に

渡 っ て 経済活動の 低下，活力 の 低下を もた ら した 。

こ の ため，島原半島全体の 経済的 な復興 と火山 を

利用 した地域 の 振興を図 るため，本計画は策定さ

れ た 。 火山観光化 の 推進 は ， 本計画第 5 章 の rに

ぎわ い の あるふ さとづ くり」の 中 で ，火山観光の

推進，大型 イ ベ ン トの 開催 ， 広域交流 の 促進 ， イ

メージ ア ッ プ対策の 4 っ の項目に よ り進め る と し

て い る 。 こ こ で は ， 火 山博物館，ロ
ー

プ ウ ェ イ の

建設，火山博覧会 の 開催 な ど が提案され て い る 。

　 6．4　島原市復興計画改訂版
12） （平成 ア年 3月）

　 本計画は，島原市復興計画 の 策定後，災害 の 長

期化お よ び中尾川流域な どへ の 被災地域の 拡大に

対 して ，新た な 復興 事業 の 立 案，地 域 の 実情や市

民 の 意識の 変化 に応 じ， 計画内容を見直 した もの

で あ る 。 本計画 に おけ る火山観光化 の 計画 は，以

前の計画 と比較 して よ り積極的に取 り組まれ た内

容と な っ て い る 。

　本計画で は，火山 と防災 の 先進 都市 を 目指 す

「火山防災 モ デ ル 都市へ の 展 開」 と して 災害の 恐

ろ しさ や復興の 姿を全面 に ア ピール しよ う と い う

視点で 「火山観光 の 推進 」が と らえ られ て お り，

災害関連資料 の 収 集 ・保存お よ び展示，そ れ を発

展 させ た 火山資料館 （博物館）建設へ の 取 り組み ，

砂防施設 を は じめ と す る防災施設内の 土地 の 有効

利用，防災施設周辺部 に お け る観光事業 の 推進，

火山研究機関 の 誘致 などが計画さ れ て い る。 また，

長崎県 が 計画 して い る火山博覧会 の 開催 に も積極

的に取り組む として い る 。

6．5 第 5次島原 市 勢振興計画 13） （平成 7年 5

　　 月）

まちづ くりの マ ス タープ ラ ン と して 平成 16 年
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度 を目標年次 と して 策定 された本計画で は，島原

市 の 今後めざすべ き将来像 と して 「火山 とと もに

生き る湧水 と歴史 の 国民公園都市」を掲げ，そ の

将来像を実現す る 5 つ の 柱の 1 っ と して 火山 ・湧

水 ・歴史の 公園都市 づ くりを推進す ると して い る。

火山噴火の 活 用 と して，普賢岳見学 コ
ー

ス ・観察

ポ イ ン トの 整 備，火山博覧会開催 の 検討 ，火山博

物館 の 整備お よび防災 メ モ リア ル パ ーク の 整備が

計画され て い る 。

　以上 の よ うに火山観光化 の 構想 は まとま っ たが，

災害継続中 （平成 3 年 5 月〜平成 8 年 5 月）の こ

とで もあり， 具体的な検討 はされず，い ずれ も中 ・

長期的課題に位置付 け られた 。

7．火山観光化実現 へ の 取 り組み

　 7．1 平成 7年まで の火山観光化に向け て の 動

　　 き

　前述 の よ うに火山観光化 は島原市復興計画 の 策

定 を受け て ， 雲仙岳災害 ・島原半島復興 振興計

画
11）の 「に ぎ わ い の あ るふ る さとづ くり」の 中で

具体的 に取 り上 げられ，火山博物館や ロ
ープ ウ ェ

イ などの 建設が 計画 された 。 そ の 後 ， 策定 された

島原 市の 復興計画改訂版 12）お よ び島原 市勢 振興

計画
13）に お い て も積極的に取 り組む と され て い

た 。 しか し，火山観光化 は事業主体，財 源 な どを

明 らか に す る行政内部の 担当部署が な か っ た 。

　 こ の ため
， 火山観光化基本構想 をま とめ る部署

をど こ に す る かが問題と な っ た。こ の 第
一

段階 と

して ， 長崎県は平成 6 年 8 刀に 「火山観光資源化

調査検討委員会」を設置 し，経 済部観光課 に 事務

局を置 い た 。 平成 7 年 3 月，同委員会が 「火山観

光化推進基本構想」
14）を策定 した 。 基本構想 で は，

火山観光化に 向け た 課題，普賢岳 （平成新山） の

持 っ 観光資源 と して の 魅力を明 らか に した上 で

“
ロ本屈指 の 火山観光 の メ ッ カ と して の 整 備

”
を

テ ーマ と し，観光施設の 整備 ， 大型 イ ベ ン トの 実

施 火山観光化 ネ ッ ト ワ
ー

ク お よ び キ ャ ン ペ ーン
，

イ メ ージ ア ッ プ対策を 4 本の柱 と して 掲げた。

　火山観光化 は，行政 で は長崎県経済部，土木部 ，

教育委員会，国 の 機関で は建設省，環境庁 ，自治

体 で は島原 市，小浜町 ， 深江町 な ど 島原 半島
一

円
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の 市町が関係する 。 また ， 地元 の 民 間 の 旅行業，

観光業の 参画 も欠かせな い
。 した が っ て ，こ の 基

本構想を管轄す る部署が長崎県庁内 に 必 要 と な っ

た 。 経済部だ けで は取 り扱えず ，長崎県庁内 に 直

轄す る部署が な い ため に ， 県庁内部 の 検討 は中断

した 。 そ の 後 の 受 け皿造 りの た め に 態勢づ くりは

長崎県の 島原地 区 の 出先機関で あ る島原振興局を

中心 に ， 普賢岳 の 周辺市町村お よ び民間団体が参

加 して行われ た。

　平成 7 年 10 月 に 島原半島火山観光化推進協議

会が 発足 し，平成 8 年 3 月に 同協議会が 「中間取

りま と め」を した
15）

。 こ こ で は，施設整備 ， 大型

イベ ン ト，ネ ッ トワ
ーク および広報 の 4 つ の 専門

部会 に よ り検討が重 ね られ た。 施設整備に っ い て

は ， 観光 ・学習 ・体験を基本と した中核施 設 お よ

び周辺施設 の 整備方針，災害遺構 の 保 存 の 必要性

を指摘 して い る 。 その 他，島原半島全 体を視野 に

入れ た広域観光ネ ッ ト ワ
ーク の 構築 の 必 要性な ど

が述べ られ て い る。 こ の 後，後述す る 「島原地域

再生行動計画 （がま だ す計画）」の 中で の 具体的 な

事業化に向けて の 検討が な さ れ た 。 こ こ ま で の 火

山観光化に向け て の 長崎県 の 動 きを 図 10に示す 。

　7．2 島原地域再生行動計画 （がまだす 計画）の

　　　策定
16）

　噴火がおさま っ た平成 7 年，島原半島全 体 の 活

性化を 目指 した動 きがみ られ始め た 。 雲仙岳災害

安全 な
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H5 ．12

雲仙岳災害復興室

H7 ．3H7 　 　 H8

軽済 部 　島原振興局 鱈仙岳 災害 復 興 窒

対策基金 の 1，000 億円へ の 増額お よ び 5 年間の延

長が決定され ， 本復興対策が可能に な っ た 。

　今回の 火山災害は，被災地 の 島原 市 ・深 江町 の

みな らず，島原半島全体に大きな影響を及ぼ した。

人口減に歯止 をか け，島原半島全 域を対象 と した

経済活動 の 停滞 を解消す る こ と を視野に 入れた本

復興計画が必要に な っ た。 長崎県 は，平成 8 年度

を 本格的な復興元年 とと らえ ，地元市町，住民，

長崎県お よ び国の 出先機関が
一体 と な っ て 島原半

島全体 の再生 と活性化 を目指 した 「島原地域再生

行動計画 （が まだす計画）」の 策定 に 着手 し た 。

「が まだす」とは島原地方の 方言で 「が ん ば る 」 と

い う意味 で あ る 。 こ の 段階で，火 山観光 化 を取 り

扱 う行政内部 の 部署 は長崎県庁内の 雲仙岳災害復

興室 とな っ た （図 10参照）。

　 こ の計画の
一

環 として，こ れ まで 議論 さ れ て き

た火山観光化 の 計画が地元の 市町 ・民間代表等に

よ っ て 具体的 に 検討され た 。 地 域 の 民 間 の復興に

対す る取 り組み ・参加を期待 した策定体制を 取 っ

た 。 事業主体，財源確保な ど の 具体 的 な事業計画

に つ い て ，「が まだす計画」の 計画策 定委員会 の 専

門部会 に 設置 さ れ た 商工 観光部会 の 中で 検討が 行

われた 。 検討され た重点プ ロ ジ ェ ク トの
一

っ に 島

原火山科学博 物館 （仮称）建設事業 が掲 げ られ，

ほ ぼ構想が固 ま っ た 。 ま た ，関連事業 と して ， 水

無川 リバ ーパ ー
ク整備事業 （島原市），大野木場小

学校舎保存事業 （深江町），土石流被災地遺構保存

事業 （深江町）， ふかえ桜 パ ー
ク建設事業 （深江町）

表 5　 が ま だ す計画の 火山観光化関連の 重点 プ ロ ジ ェ

　　　 ク トの ま とめ

災 害　の 拡 大

長 　　 期　　 化

噴 火 落 動 の 停 止

甚 金 の 延 長

図 10 火 山 観光化 に 向 け て の 長崎県の 動き

プ ロ ジ ェ ク　ト 名 関　　 連　　　事 　　　業

  水無川 リバーパ ー
ク整備事業

島 原 火 山 科 学 博 物 館   ふか え桜 パ ーク整備事業

（仮 称 ） 建 設 事 業   大野木場 小学校校舎保存事業

  観光 トロ ッ コ 列 車運行事 業 等

土 石 流 災 害 遺 構

保 存 公 園 整 備 事 業

  道 の駅 の 整備 事業

  水無川 リバ ーパ ーク螫備事業
  ふかえ桜パ ー

ク整備事業 嫁

  島原 半島観光連盟設 立事業
  がまだす祭 り

  高校にお け る観光学科設置検討

（生活文化部会検討事業 》

島原 半 島広 域硯 光ル ート   観 光 トロ ッ コ 列 車運行事 業

形 　　 成　　 事　　 業   平成 新山百景づ くり

  個性 を活か した

観光地づ く り推進事 業

  地域高規格道路 整傭
  各市町 観光振興事業 等

緑 の ダ イ ア モ ン ド計 画   島原半島 フ ィ
ール ドミ ュ

ージア ム

事 　　　　　　　　　業 整億事業
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表 6 火山観光化 の 主要計画 の 進捗状況

　　　　　　　　　　　 　　 ◎事業着亀 ○計画進行中，△ 調整中

計 画 名 項　 　　 　目 進 捗 状 況 進行の 状況 事 業 主 俸 な ど

災害関連資料の収粲・保存

火山博物館 （資料鶴）の建設

島　 原　 市

復 興 計 画

防災施設周辺で の親光施設の整傭

防災施設内の有効利用

逓歩道の整備

イベ ン トの誘致

火山博覧会 の開催

火山研究機関の 誘致

事 業着手，一 部展示

がまだず肝画の重点プ ロ ジ ェ ク ト

がまだす針画 の関逮プ ロ ジ鵬 ク ト

砂防指定封腑恬 用構想

砂防指定堰 司活用構想

贓

◎

o
◎

oo

◎

△

△

島原市
長崎県

国，長剛 馬 島原市，民聞

国，長 崎県，島原市，民澗

国，長崎県，島原市

国，長 崎県 ， 島原市， 民潤

深 　　江　　町

復 　興 計 画

大野木場災害メモ リアル構 想
災害関係資料の 収集・保存

大 野木場小学校現地保存

がまだす計圃の猛点プ ロ ジ ェ ク ト

がまだす書f画の関連プ ロ ジェク ト

◎

o
◎

国，長崎賄 深江町

孅 深江町

国， 長崎県， 深江町 ， 民間防災施嘴周辺で の観光施設 の整傭

長　 崎　 県

雲 仙　災 害

島 原 半 　島

復 興 振興 計 画

火山観光化マ ス タ
ー

プラン

国立公園の 整備

火山博覧会の 開催

広域ネッ トワークの確立

火山観光化基本構想

緑の ダイ アモ ン ド計画

がまだす計画の重 点プ ロ ジェ ク ト

◎

○

△

o

長崎県

国，長崎県

国，長崎県

が ま だ す 計 画

（新 提 案 ）

道の駅の 整備

観光系学科股置

がまだす計画の亘点プ ロ ジ ニ ク ト

がまだす計画の匙点プ ロ ジ ェ ク ト

◎

＠

長畸県，深江町 ， 第三 セクタ
ー

長崎県

な ど が検討され た 。 い ずれ も被災地 の 水無川流域

を中心 と し た 事業計画 で あ る 。 今後 ， 他 の 重点 プ

ロ ジ ェ ク トで あ る島原半 島広域観光 ル ー ト形成事

業，緑 の ダ イ ア モ ン ド計画 （国立公園雲仙総合整

備計画）等と と もに計画 と して 取 り入れ られ、今

後実施計画が作成され る予定で あ る （表 5）。

　 さらに ，建設省 は 「雲仙普賢岳砂防指定 地利 活

用方策検討委員会」を平成 7 年 11 月 に 設置 し，

火砕流，土石流災害の 被災遺構 の 保存 ， 砂 防指定

地 内の 防災施設お よ びオ ープ ン ・ス ペ ー
ス の 利活

用などに つ い て 検討して い る 。

　ア．3 火山観光化の主要計画 の 進捗状況

　 こ れま で 述 べ て きた火山観光化の 主要 項 目 の 進

捗状況を ま と め る と表 6 の 結果が得 られ る 。

　島原市は噴火継続 中 （平成 3 年 5 月〜平成 8 年

5 月）に災害関連資料 の 収集 ・保存 を行 い ，島原

市 の 展示場 で あ る 「市民 の い こ い の 場」や 「観光

復興記念館」 に展示 して きた 。 ま た，各種 の イ ベ

ン ト を行 っ て ，
っ な ぎの観光を行 っ て き た 。 しか

し，こ れ以外 の 項目に つ い て は，構想段階 に 留ま っ

て い た 。 平成 8 年度 に策定 さ れ た 「が ま だ す計画」

で 地域一体 と な っ て 議論 を重 ね，火山観光化構想

は か な り見体的 に 議論 され ， 重点項 目の しぼ り込

み が行わ れ た 。 ま た，新 しく土 石流災害遺構保存

公園付近に道の 駅 の 整備や島原 半島に観光系学科

を高等学校 に 設置 し よ う とす る計画が加え られ た 。

さ らに 噴火 の 停止を受 け て，雲仙国立公園 を整備

す る緑 の ダイ ア モ ン ド計画 （環境庁，長崎県 ）お

よ び砂防指定地利活用構想 （建設省）が 策定 され ，

火山観光化 の 学習・体験の 場を 提供す る態勢 づ く

りが 行 われ っ つ あ る 。

一方，従 来 か ら提案され た

ロ
ー

プ ウ ェ イ の 建設，火山博覧会な ど の 大型 イ ベ

ン ト お よ び火山研究機関 の 誘致 に っ い て は積極的

な取 り扱い は さ れ な か っ た。

8．火山観光化 に 向けて 島原 市 の ま ちづ く

　　りの課題

　観光業 を 重要な 産業に位置づ ける島原市を襲 っ

た雲仙普賢岳 の 火山災害は，島原半島全体 に 観 光

客の 大 幅 な 減少 と い う致命的な打撃を与えた 。 し

か しt 当地域 の よ うな活火山と接近 し た市街 地 は

活火山 とは切 っ て も切 り離せ な い関係 に あ り，平

常時に おけ る 火山観光化が 推進 され て い る 。 第 6

章で示 したよ うに第 5 次島原市勢振興計画
13）に

お い て も島原市の将来像と して 「火山 とと も に生

きる湧水と歴史の 国民公園都市」が掲げ られ て い

る 。

　しか し， 火山観光化は 具体化 に 向 けて ま だ動 き

出した ばか りで あ る 。 火山災害以前 ，島 原市は 湧

水と歴史 の 町 として 観光資源を 整備 して きた が，

それ らが未だ施設問の っ な が りが な い 点 の 整備 で

あるとい う感が否めな い
。 ま た，島原半 島内 の 雲

仙温泉街，原城跡などとの観光 ル
ート も形 成され
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て い な い 。 火山観光化 の 推進 に あ た っ て ，既存 の

観光資源 との ネ ッ ト ワ
ー

ク を形成 して ， 通過型 か

ら周遊 ・ 滞在型 へ の 転換が 求め ら れ る 。

　第 6 章で 述 べ た各計画 に お け る火山観光化の 位

置 づ けを 見 る と ， そ の 範囲に は 差異 が あ る が 最 終

的な 目的は どれ も地域 の 活 性化 で あ る 。 しか し，

そ の 見 せ方に つ い て は明らか に 相違 が 見受 け ら れ

る 。 長碕県が 示す火山観光 は，火 山 そ の もの を観

光資源 と して い る
一方で ， 島原市 の 復興計画 に お

ける そ れ は， 火山と共生 した 都市 ， 災害か ら復興

した都市が資源 で あ り，火山は そ の手段 と して 位

置づ けられ て い る。

　また，火山観光化 は観光客の受 け皿 と して は 重

要な提案で あるが ， そ の 実現 に向け て は 火山観光

に 関連す る施設整 備だけで は な く，人々 を受け入

れ る島原市の環境整備が必要不可欠な問題とな っ

て くる 。 現在島原市で は，道 路，駐車場，下水道

な どの都市お よ び生活基盤 の 整備が立 ち遅れ て お

り，交通 ア クセ ス ，住環境 とも に 整 っ て い る と は

言 い 難 い 。さらに ，旅館，ホ テ ル な ど の 宿泊 施設

も現状の ままで の 対応は困難で あ る と思 われ る 。

人 々 を迎え入れ る環境を作 り出す こ とが火 山観光

化の実現 の た め に は是非欠か せ な い も の で あ り，

将来を視野に 入 れ た 基盤整備が必要で あ る と考 え

られ る 。

9．平 成 9 年 9 月の ア ン ケ ー ト調 査 に 見 る

　 市民 の状況 と観光化 に 対する評価

　平成 9 年 9 月に著者 らは 「島原市全域 の 復興 ・

振興 に 関する ア ン ケ ート」を島原市民を文橡 に行 っ

た 。
ア ン ケ

ートは本復興期を迎 えた島原 市 の こ れ

か らの 本復興，まちづ くり，防災都 市 づ くり に 関

す る市民 の ニ
ーズ を把握する た め に行われ た 。 ア

ン ケ
ー

トの 対象者と して は，島原市 の 選 挙人名簿

か ら有権者 の 3 ％ に あ た る 987 人 を 無作為 に 選

ん だ。転出者お よ び回答が無理 と連絡を し た者 を

除 く 972 人を分析の対象と した 。 408 人か ら回収

し，回収率は 42．2％ で あ る。こ こ で は，火山観光

化 に 関連する設問に っ い て の み紹介す る。

　 「噴火前に 比 べ て 噴火 中 に生活 （暮 し）は ど う

変わ りま し た か」に対す る回答 は図 11に示すとお

全体 （408人）

農林業 （21人）

自営商業 （46人〉

公務員 （33人）

会社員 （101人）

専門 職，自由業

　 　 （23人 ）

家庭婦人 （5S人｝

　 無職 （92人｝

そ の ts｛19人）

苦 しくなっ た　 　変 わらない 、楽に なっ た

　 　 　 （％）

　 　 −80　　−50　　−40　　−20　　　0　　　20　　　40　　　60　　　80

図 11 雲仙普賢岳噴火 に よ る生活 の 変化

りで あ る。島原市全域で 見る と 「変わ らな い 」が

63．2％を 占め て い る。 こ れ に対 して ， 「かな り苦 し

くな っ た 」お よ び 「非常 に 苦 しくな っ た」が 10．3

％ とな っ て い るが，業種別 に 見 る と ， 自営商業に

お い て 「苦 し くな っ た」 と す る回答が 目立 っ
。 平

成 9 年 9 月時点で 苦 しくな っ た と す る 119 人に

回復状況 を 調 べ る と， 「回復 して 噴火前 に 戻 っ た 」

22，5％，「回復 したが噴火前 に 戻 っ て い な い 」44，5

％，「回復 しな い か ， かえ っ て 苦 し くな っ て い る 」

29．4％ とな っ て い る 。
こ れ より，回 復が 遅れ て い

る こ とが 指摘で きる 。 図 7 に示 した商工被害 の 大

きさ と深 刻 さが 目立 っ
。

　島原半島の 活性化の た め に策定 され た 「が ま だ

す計画」の 重点 プ ロ ジ ェク ト 27 の うち，重要 と

思われ て い る上位 5 位を選ん で もら っ た結果 は表

7 の とお りで ある。 生活関連 と防災関連 の プ ロ ジ ェ

ク トと並 ん で ，火山観光化 に 向け て の 「島原半島

広域観光 ル ー
ト形成事業」と 「島原火山科学博物

館 （仮称）建設事業」が重要視 され て い る。 こ の

よ うな島原市，長崎県 ， 周辺 の 町 ， 商工 団体 な ど

が地域活性化 の 切 り札 と考え て い る 「火 山観光化

をど う思 い ます か 」に対する回答は図 12の とお り

で あ る
。 積 極的 な 評価 「大 い に 期待 で き る 」 お よ

び 「か な り期待で きる」の 計 は 27．4％，こ れ に 対

して 否定的 な 評価 「ほ と ん ど期待で きな い 」 お よ
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表 ア が ま だ す計画 の 重点 プ ロ ジ ェ ク ト

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 N＝292 人 （5つ 回答 ）

項 　 　 　 　 　 　 目
人数

（人）
（％ ）

（1）復興 記 念病院 （仮 称 ） 建設 事 業

　　　（島原 温 泉病院の 建て 替え）
16155 ．正

（2）地域高規格道路 （島原鉄道）の

　　整備事業
14549 ．7

（3 ）水無川 ・中尾川 ・湯江川 流域の

　　防災対策事業
13546 ．2

（4 ）島原 半島広 域観光 ル ート形 成事業 8729 ．8

（5 ）島原 火山科学博物館 （仮称 ）建設

　 　事 業
7626 ，0

2．9％

ロ 継 き 。

鴫 鶴き る

圉 繍 で きる

鴫 鷸きな、、

畷 鶺ぎな 、、

N 無 回答

図 12　火山観光化 に 対す る評価

よ び 「あま り期待 で きな い 」の 計は 38．4 ％ と な っ

て い る。積極 的な評価 よりも否定的な見方が多 い 。

「やや期待で き る」とす る消極的な 評価が 31．2％

とな っ て い る 。 こ れ ら を総合す る と，住民 の 期待

は必ず しも高い と は言え な い 。 「や や期待 で きる」

も含め て 「期待 で き る」理 由 は ， 表 8 に示す とお

りで あ る 。 「平成新山 （雲仙 普賢 岳 の 溶岩 ドーム ）

の イ メ ージ が 全国的 に 知 られ て い る の で ， 全 国か

ら人が 訪れ る こ と が 期待 で きる 」が主要 理 由 と さ

れ て い る 。 行政 の 積極 的 な 取組 みや ， 行政 ・地域
一
体 と な っ た取組み も期待す る 理由 とな っ て い る

と み な され る。

　
一

方，「期待で きな い 」とする 理由は表 9 に示す

と お りで ，「火 山観 光化が市民 レ ベ ル に浸透 して

い な い 」，「火 山観光化を受 け入れ る宿泊施設 ， 道

路，下水道，街 並 み整備 が遅 れ て い る 」お よ び

「火山観光化 の た め の 施設 の 維持管理 費負担」 が

40％台を 占あ て い る。

　こ の ア ン ケ ートで も明 らか なよう に ， 島原市で
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表 8　期待 で きる理由

幣 239 回葱

項 　　 　 　　 　目
人数
（人 ）

（％）

平成新 山のイメ
ージが 全国的に

知 られて い るの で，全国か ら人

が島原を 訪れるこ とが 期待で き
る

14058 ，6

地域の 活 性 化 に は火 山 観光化 し

か残 されて い ない
9且 38，1

火 山観 光化は 長 塒 県，島 原市，
周 辺 の 町，地城 が一体 とな っ て

取 り組 ん でお り，民間 の 資本参
加 も期待で きる

8334 ，7

が ま だ す 計画 で火 山観 光 化 に

向か っ て 事 業 が 具 体化 しっ っ あ
る

7330 ，5

行政だけでな く， 地域住民 も火
山観 光化 の 推進に積極的で ある

3414 、2

その 他 1o ．4
無 回 答 31 ，3

表 9　期待 で き な い 理 由

N＝ 157人 （ 回

項 　 　 　 　 　 　 　目
入数
（入 ）

（％ ）

火 山観光化 に 対 して 地城 住民 と

行政 の 間 に 意識 のず れ があ り， 7145 ，2
ま だ定着 して い ない

火 山観光化を受け入れ る宿泊施
設，道路，下水道，まち並み 整 6541 ．4
備 が 遅れ て い る

火 山 観光化 の た め に 作 っ た 博 物

鵡 土 石 流遺構 な どの 維 持 管理

費の 負担 が 大 き くな るおそれ が
6038 ．2

あ る

火 山観光 化 は景気 とか 社会状況
に よ っ て 支配 され る た め，リス 4226 ．8
ク が 大 きい

そ の 他 1710 ．8

は 自営商業を 中心 に 回復が遅 れ て い る 。 将来 の 振

興策と して 観光を中心 と した活性化が期待 さ れ て

い る が，「が ま だ す計画」の 火山観光化の プ ロ ジ ェ

ク トに つ い て は，まだ全面 的な期待 を受け て い な

い 。 火山観光化 に あた っ て は ， 雇用 の 場 の 確保や

農産物の販売な ど地元 の 住民 の 仕事や収入増 に つ

な が るよ うな配慮 が特に 必要で あ る 。 現在，砂防

ダ ム や道路 の 建設 な どの 復興事業 に 雇用 さ れ て い

る市民 の 雇用 の 受 け皿 とな る中核施設の 整備や み

やげ店の 開設が望 まれ る 。

　また，宿泊施 設，道路，下水道お よ び街並み 整

備 は観光都市 を目指す島原市 の 大きな 課題で ある。

観光化を支え る生活基盤や環境 の 整備が望ま れ る 。
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le．残された課題

　火山観光化に 向け て の 方 向性は ほ ぼ 決ま っ た が，

実現まで に は時間がかか る こ とが予想 され る 。 さ

らに 議論を詰め る こ とも残され て い る。

　（1）「が ま だす計画」で決定 した火山観光化構想

は，行政 の 枠を越え，地域住民 の 参加 も得 た行動

計画 で あり評価 され る側面が多 い 。 しか し， まだ

基本方針 の 域を出な い 計画も多い
。 今後実施計画

に向けて 専門家 に 参加 した計画づ くりが重要 で あ

る。 また，計画 の 推進 は今後 5年 ， 10 年 とい っ た

期間を要す る。新 しい 計画 の 追加，見直 しの ため

に が まだす推進 委員会を設置 し，進行管理 す る こ

とが必要で あ る 。

　（2）「が まだす計画」で は，地域高規格道路の 整

備を 中心 と し た島原半島内交通 ネ ッ ト ワ
ーク の 整

備 に よ る広域観光 ル ートの 形成が挙げ られて い る。

しか し，著者 らの こ れま で の ア ン ケ
ー

ト調 査
17）

に よ れば，島原地域と有明海 の 対岸 の 熊本県，福

岡県 と の 交流 は市民 に あ ま り 意識され て い な い

（文献 17 の 148 頁参照）。 島原半島が 西九州 と中

九州 ・南九州 の 連結都市で 重要な位置を 占め る こ

とを も っ と前面 に出す べ き と考え る 。

　（3）火山観光化 の 初期整備事業は国や 長崎県 の

協力で達成可能で あ ると予測 され る 。 しか し，施

設 の 更新，維持費管理費 の 負担な ど が 将来地元 の

市や町 の大きな課題 となる恐れがあ る 。 地域 の 大

学や九州大学島原地震火山観測所 ， 建設省 ，環境

庁の 専門家 の 協力や周辺住民に よ る維持管 理 へ の

協力 が で きる よ うな管理体制 ， 財源 の 確保 な ど を

考慮し た火山観光化構想 の 実施計画 の 策定が 不可

欠で ある 。

　（4）防災施設 の 完成，工 事用道路 の 観 光 へ の 活

用などは中長 期的 （5 〜10 年）に実現可能で ある。

当面火山観光化 の 利活 用 は場所が 限 ら れ，本 格的

な展開 に は時間 が か か る 。 火山博物館 の 建 設や災

害遺構の 保存 ・展示 な どの っ な ぎの施設の 早期完

成や防災施設 の
一部を学習 ・体験 の 場と して 活用

で き る緊急対策 を行 うこ と が求め られ る 。

　 （5）島原市 は古 くか ら水と緑に あ ふ れ た まち で

あ っ たが ，今回 の 噴火災害に よ り イ メ
ージ が失 わ

れつ つ あ る 。 島原市が復興を実感 す る た め に は市

内 に 「水 と緑」を取り戻す こ とが必要で ，新 た な

湧水 の 利用や並木 の 整備に よ り新 しい 魅力を創造

して い く こ と が観光 の 活性化 に っ な が る 。 ま た ，

こ れ らの 並木道が観光道 の み な らず避難道を形成

す る よ うに防災的な観点を加味す る よ う に 整備 す

る こ と が求め られ る 。

　（6）行政と して復興に向けて 火 山観光化 の よ う

な大 き な 目標を掲げ る こ と は必要 で あ る。 しか し，

防災工 事や生活再建が始ま っ たばか りで ，住民 は

災害遺構 の 保存や 防災施設 の 利活用 に よ る火山観

光化 に 取 り組め る状況に な い 。 したが っ て ， 火 山

観光化が住民 レ ベ ル の 問題 と な っ て い な い
。 合意

形成 や住民 の 自主的な街づ くりを支え る シ ス テ ム

を作る こ とが今後 も必要 と思 われ る 。

11．ま とめ

　本報告で は，雲仙普賢岳の 火山災害を被 っ た 島

原市 に おける観光客 の 動態を デ
ー

タの 上 か ら調査

した 。 また，火山災害以後 そ の 低迷 が 深刻 と な っ

て い る当地域の経済活動 の 活性化策 と して 大き な

期待を受け る火山の観光化 の 実現に向け て の 動 き

をま と め た 。 さ ら に，市民 ア ン ケ
ー

トに よ る市民

の 評価か ら得 られ た結果を以下に まとめ る。

　（1）雲仙普賢岳の 噴火 の 当初 は見物客が噴火 見

物に押 し寄せ，観光資源に な る こ とが期待 された。

しか し， 噴火が活発化 し，土石流や大火砕流な ど

の 映像が 報道 さ れ る と，島原市，小浜町 お よ び 雲

仙の観光客の キ ャ ン セ ル が相次い だ 。 島原市 で は ，

火山災害後，

一
般客 で は 災害前 の 50％程度，修学

旅行客で は災害前 の 3 ％程度まで落ち込ん だ 。 災

害継続中は，回復 は困難で あ っ た 。 現在 ま で の と

こ ろ，一般客は災害前 の 約 80％ と年々 回復傾向に

あるが，修学旅行客は依然と して 回復 の 兆 し は 見

え て い な い 。

　（2）災害に よ り低迷す る観光 業に 対 して，長崎

県 の 単独事業お よ び雲仙岳災害対策基金 か らの 助

成で 観光客の誘致策が実施された。こ の 結 果，全

国 か ら支援 の た め に団体客，研 修客 が 訪 れ た 。 し

か し，災害以前の水準に は及ばなか っ た。

　（3）噴火が 停止 した平成 7 年 か ら，島原 半島全

体 の 活性化を視野に 入れ，火山の観光化の 実現 へ
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と動 き始め た 。 平成 8 年 3 月に は ，中核施設，大

型 イ ベ ン トt 広域観光 ネ ッ ト ワ
ーク な ど の 基本 方

針がま とめ られ た。平成 8 年度 に 策定 さ れ た 「が

まだ す計画」に よ り具体的な事業化が 検討され て，

基本的な枠組みが 整 っ た 。

　 （4）市民 ア ン ケ
ー

トに よ れば，自営商業を中 心

に 噴火前よ りも生活が 苦 し くな っ たとす る回答が

目立っ 。 「がまだす計画」で 策定 さ れ た 火山観 光化

に 向 けて の プ ロ ジ ェ ク トに対す る期待は高くな い
。

火山観光化が地域住民の 生活や収入増 に っ な が る

よ うな計画の立案が 不可欠 で あ る 。

　（5）火山観光化は ， 観光客 の 受け 皿 と して 重 要

で あ るが ，市民 ア ン ケ ートに も見 ら れ る道路，駐

車場，下水道 な ど の 住環境 ， 旅館，ホ テ ル な ど の

宿泊施設と い っ た こ の 地域 で 整備が 遅れ て い る都
’
市お よ び生活基盤 の 整備が必要で あ る 。 ま た，既

存の 水 と緑 の 島原 の 再生，歴史，街並 み な ど の 保

存を行 い ，火 山を活用 した 自然災害 の 学 習 ・体験

の 島原 と して 再生活用 す る こ と が 必要で あ る 。

　（6）活動火山対策特別措置法に よ っ て ， 火山災

害対策が 行われ て い るが，商工業対策は充実 して

い な い
。 融資や 利子補給 の 制度 しかな く，観光客

の 減少な ど に よ る商工業被害に対する的確 な対策

が取れな い 。 火山災害 の よ うな長期継続災害 に 対

する商工 業救済対策 の 充 実が望まれ る 。 も しくは

共済保険 な ど の 新設の 検討が求め られ る。

　本研究 を行 うに あた り， 長 崎県災害対策本 部 ，

長崎県雲仙岳災害復興室，長崎県経済部観光 課，

島原 市商工観光課に資料の提供，ヒ ア リン グな ど

で お世話に な っ た こ と を 付記す る。 また ， ア ン ケー

ト調査 で 島原市民の皆様 に お世話 に な っ た こ とを

付記す る 。 な お ，本研究 に 当た っ て ，7 年度〜 8

年度科学研究費補助金 （基盤研究 （C）（2））「長期

化 ・大規模化 した雲仙普賢岳 の 火山災害の復興 に

関す る調査研究」 の 援助 を受 け，さ ら に 長崎大 学

学内特別研究 の 援助を受けた 。

　　　　　　 参　考　文　献

1）九 州経済調 査協会 ： 噴 火災害の 下 に お け る 島原 市

　 経済社会の 現状 と 課 題，pp．177−190，1994．

59

2）長 崎 県 経 済部観光課，長崎県観光統計　平成 6 年

　　 （1 月〜12 月），PP．16−19，1995，
3）島原市商工 観 光 課 ： 島原市観光客動態調査　平成

　　 7年 （1 月一12 月），全 18頁 ， 1996．
4）高橋和雄 ・藤井　真 ：特集報告 （長期化 し た 雲仙

　　普賢岳の 火山災害 の 地域 へ の 影響 と対 応 策），土

　　木学会論文集，No ．567／w −35，　pp ．1−67，1997．
5）島原市総務課 ：島原市統計書平成 6 年版，全 179

　　頁 ， 1995．3．
6）長崎県 災 害対策本部 ： 雲仙 ・普賢岳噴火災害 の 記

　　録 （平成 3 年度〜
平成 4 年度 ），pp．157−161 ，

　 　 1993．

7）（財）雲仙岳災害対 策 基 金 ： た くま し く復興 へ の

　　歩み 基 金 事業助成 筴 績 3，pp．50・54，1995．
8） 長 崎 県 災害対策本部 ；長崎県 災害対策本部基礎資

　　料，全 5 頁，1996．

9）島原市 ；雲仙 ・普賢岳噴火災害島原市復興 計 画 ，

　　pp．181−183，　1993．3．

10）深 江 町 1 深江町復興計画，pp．109−113， 1993．
11）長崎県 雲仙岳災害復興室 ：雲f山畠災害 ・

島原半島

　　復興振興計画 ， pp．124−138，1993．
12）島原市 ：雲仙 ・普賢岳噴火災害島原市復興計画 改

　　訂版， pp ．136−142，1995．3．
13）島原市 ： 第 5 次島原市勢振 興 計画，pp．22−31，

　　p．102，　1995．
14）火山観光資源調査検討委員会 ：火 山 観 光 化推進基

　　本構想，全 56 頁，1995 ，
15）島原半島火山観光化推 進 協議会 1 火山観光化 の 推

　　進を求 めて （中間 と りま と め ），全 12 頁，1996．3．
16）島原 地 域 再 生 行動計画策定委員会 ・

長崎県 。島原

　　市 ・南高来郡 町 村 会 1 島原地域再生行動計画 ， 全

　　133 頁，　1997．

17）高 橋 和 雄 。藤井 真 ： 火山 災 害下 に に お け る 島原

　　市の 復興 ・ 振興 に 関す るア ン ケ ート調 査 ， 自然災

　　害科学，
Vo1．15，　 No．2，　 pp ．139−150，1996．

（投 稿 受 理 ： 平成 11年 4 月21凵

訂正稿 受 理 ：平成 12年 1 月13日）
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